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新市建設計画の実施状況と合併効果の概要について紹介します

総合計画事業の実施状況について紹介します

興経費削減効果 （単位：百万円）

合計平成
２２年度

平成
２１年度

平成
２０年度

平成
１９年度

平成
１８年度

平成
１７年度

平成
１６年度

平成
１５年度

平成
１４年度

平成
１３年度項　目

△１５，７４６△２，４４９△２，２７５△２，１８８△１，９６８△１，８８７△１，６０１△１，２６０△９９３△７４１△３８４１　一般職人件費

２，０８６３５０２６９２６５２６２２４８２７６２１３１８９７２△５８２　特別職人件費

△１，０２５△１３７△１２７△１１１△１４６△１２３△１２０△９８△１００△４５△１８３　市議会議員報酬等

１，７３２５２１２８４３０６２２０９７１１７１０２５９１６１０４　事務経費

△２，８４７△２７９△２８７△２８９△２８８△２９４△２８４△２８６△２７３△２６９△２９８５　消防事務事業

△１５，７９６△１，９９４△２，１３５△２，０１５△１，９１９△１，９５９△１，６１２△１，３２９△１，１１７△９６８△７４８合併による経費削減

※平成１２年度一般会計決算を基準とし、各年度一般会計決算との比較により作成しています。
※消防事務事業については、各年度普通交付税の基準財政需要額を基準とし、合併算定替による影響額を算定しています。
※表内の数字は、表示単位未満で四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。

興財政支援措置 （単位：百万円）

合　計平成
２２年度

平成
２１年度

平成
２０年度

平成
１９年度

平成
１８年度

平成
１７年度

平成
１６年度

平成
１５年度

平成
１４年度

平成
１３年度

平成
１２年度財政支援措置の区分

５２０００００００００３４０１７０１０国庫支出金

７４８００００００００６９２２１４５８都支出金

１８，９２１１，８０４１，６７７１，６４７１，６２６１，６５２１，６２０１，６５７２，００１２，１５２２，３４６７４０地方交付税

２４，６６５２，８６７８０８２，０６３９６９３，０９７１，７８５２，０２７２，２３１３，９４３４，８７５－合併特例債

４４，８５４４，６７１２，４８５３，７１０２，５９６４，７４９３，４０５３，６８４４，２３２６，５０４７，６１２１，２０７財政支援措置額　計

※各年度決算により作成しています。
※表内の数字は、表示単位未満で四捨五入しているため、各欄の合計と合計欄が一致しない場合があります。
※「地方交付税」欄は、普通交付税、臨時財政対策債発行可能額の合併算定替による影響額、特別交付税の合算額を計上しています。

◆企画政策課 　田 （札０４２－４６０－９８００）

◇新市建設計画の実施状況
　新市建設計画は、平成１３年度から平成２２年度までの１０年間を計画期間として
おり、新市建設計画に位置づけられた６５事業のうち、平成２２年度末までに６１事
業について実施あるいは一部着手しており、平成１３年度から平成２２年度におけ
る事業費の総額は約５８３億５，５００万円となりました。

◇合併による財政支援措置は４４８億５，４００万円

　合併に伴う財政の特例措置や国や東京都からの財政支援を活用し、特例期間
の平成１２年度から平成２２年度で４４８億５，４００万円の財政支援がありました。
敢国や東京都からの財政支援
　国や東京都から新市のまちづくりに対する財政支援（補助金・交付金）とし
て１２億６，８００万円交付されました。
柑地方交付税
　地方交付税の財政支援としては、１７１億１，２００万円（普通交付税１４０億７，０００万
円、臨時財政対策債発行可能額３０億４，２００万円）の合併算定替（※）による増加
額と、特別交付税における増加額として１８億９００万円が交付されました。
（※合併後１０か年度は、合併がなかったと仮定して毎年算定した普通交付税の
額が保障されること。）
桓合併特例債
　合併特例債起債上限額約３２０億円のうち、新市建設計画に掲げた３１の建設事
業に対し、約２４６億６，５００万円を活用し、新市のまちづくりをすすめてきました。

◇合併による経費削減効果は約１５８億円
　本市では、「合併を究極の行財政改革」として位置づけ、積極的な経費の削減
に取り組んできました。
　一般職の人件費、 議員報酬、 消防事務委託事業などを中心に削減し、その他
特別職の人件費、事務経費で増加がありましたが、平成２２年度の効果は約２０億
円、１０年間の経費削減効果としては約１５８億円となりました。
敢人件費な

ど

　人件費については、特別職人件費では審議会や専門嘱託員の配置などにより
増加しましたが、一般職人件費では３０８人の職員数の削減、また市議会議員報酬
などでは議員定数の削減を図ったことにより、１０年間で約１４６億８，５００万円の財
政効果がありました。
柑事務経費
　事務経費については、電算システムの統合による削減を図ったものの、民間
委託の推進や臨時職員賃金の増加などの影響によ
り、１０年間で約１７億３，２００万円の増加となっていま
す。
桓消防事務事業
　消防事務事業については、合併したことにより東
京都への負担金が１０年間で約２８億４,７００万円削減さ
れました。

興計画事業の主な実施状況

事業費主な事業内容主要事業名

１４億２，３８７万円ひばりが丘・下保谷児童センターなどの建替工事を実施しまし
た。児童館施設、学童クラブ施設の建替

７億８，２５２万円すみよし保育園の建替工事とそよかぜ保育園の整備、耐震補
強実施設計などを行いました。保育園施設の建替、整備

４億３３４万円中学校給食の実施に向け実施設計、改修工事を行いました。完全中学校給食の実施

１０億３，１６３万円障害者総合支援センターの建設工事を行いました。障害者総合支援センター等建設事業

３億８，３３３万円下保谷福祉会館の建替工事とひばりが丘福祉会館の耐震補強
実施設計を行いました。福祉会館施設の建替、改修

８億６，２１５万円下保谷森林公園の用地取得を行いました。公園広場の整備

１０億９，０８０万円都市計画道路３・４・２１号線の用地取得などを行いました。ひばりヶ丘駅周辺まちづくりの推進

２億５，１５５万円都市計画道路３・５・１０号線、３・４・１１号線、３・４・１３号線、３・
４・１５号線の整備（用地買収、工事な

ど）を行いました。
都市計画道路の整備

６，１８４万円消防団第８分団詰所の建替工事と、第４分団詰所の用地取得
を行いました。消防団詰所の整備

１０億８，３６３万円情報システム最適化計画に基づき、システムの再構築などを
行いました。行政関連情報の運営管理

　平成１６年度からスタートした総合計画
は、新市建設計画を包含するとともに、
新たな市民ニーズを取り入れて策定され
た計画で、平成１６年度から２５年度までの
１０か年を計画期間としています。
　この計画は平成１９～２０年度に見直しを
行い、平成２１～２５年度の計画期間として
後期基本計画を策定しました。
　平成２２年度の実施計画ベースの決算額
は約１０７億２，７００万円でした。なお、平成
２２年度における総合計画事業の主な実施
状況は右表のとおりです。
◆企画政策課 　田 （札０４２－４６０－９８００）


